
 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程外国人特別入試　問題と出題の意図

問題

大学の授業料は、国や大学によって異なり6 万ドル以上（家庭の所得で異なる）の高額なケースから、ほぼ無料というケース
まで多様である。高等教育の受益者は誰かという観点から、適正と考える学費の水準について論じなさい。解答にあたっては、
個人の見解を書くのではなく、なぜそうした主張になるのかについての論理と根拠に基づいて記述すること。また、評定にあ
たっては、結論ではなく、その結論を導く論理や根拠に着目する。

出題の意図

社会の問題について、平生から知識と関心を持っているか、また、その論点について論理的思考ができるかを問うている。問題文に
もあるように、結論ではなく、その結論を導く論理や根拠を評定の基準としている。

８月 作文
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問題

資本主義の国では、経済活動の中心主体は市場における民間部門であり、政府部門の役割は市場の失敗など民間だけに任せるこ
とのできない分野に限定するという考え方がある。それに対して、近年の日本では、各種学校の利用料・授業料の無償化、医療費の
補助・無償化、電気・ガス料金の補助、地域の店舗で使用可能なクーポン券補助、再生可能エネルギー設備費用補助など、国や地
方政府が積極的に経済活動に介入する事例が見られる。こうした政府の経済活動の介入に関して、①その目的、②正負様々な効
果、③肯定的にとらえる考え、④否定的にとらえる考えの4点全てについて、理由を添えて説明してください。

出題の意図

政府部門と民間部門の役割という社会問題における重要かつ普遍的な争点について、平生から知識と関心を持っているか、またそ
の論点について論理的に考察できるかを問うている。採点では、結論そのものより結論を導く論理と根拠を評価する

2月 作文
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第１問　Ａは、自己が所有する中古自動車甲を、Ｂに200 万円で売却する旨の契約（以下「本件契約」という。）を締結した。その
際、ＡとＢの間で、甲の引渡しは本件契約の３日後にＡの自宅で行うこと、売買代金の支払は本件契約の１週間後に行うこと
が合意された。ところが、本件契約の３日後に、Ａが自宅において甲を引き渡す準備をし、Ｂが来るのを待っていたところ、
Ｂは、甲の保管場所を確保できていないなどとして、甲を受け取りに現れなかった。その翌日、Ａは、甲を自宅の車庫で鍵を
かけて保管していたものの、その車庫が何者かに放火され、甲は滅失してしまった。本件契約の1 週間後、Ａは、Ｂに対して、
売買代金200 万円の支払を請求した。この請求が認められるかを、想定されるＢの反論を踏まえて検討しなさい。

第２問　Ａは、父Ｂに無断で、Ｂの実印を用いてＢの委任状を偽造し、Ｂの代理人と称して、 Ｂ所有の絵画甲をＣに代金100 万円
で売却する旨の契約（本件売買契約）を、Ｃとの間で締結した。この場合において、以下の（１）～（３）に解答しなさい。
なお、（１）～（３）はそれぞれ独立した問いである。
（１）本件売買契約の効力について説明しなさい。
（２）その後、Ａが死亡し、Ａの唯一の相続人であるＢがＡを相続した。この場合におけるＢＣ間の法律関係を説明しなさ
い。
（３）その後、Ｂが死亡し、Ｂの子であるＡとＤがＢを共同相続した。この場合におけるＡＣ間の法律関係を説明しなさい。

第１問　本問は、特定物売買において買主の受領遅滞中に目的物が滅失した場合に、売主による代金支払請求が認められるかを
問うものである。受領遅滞の要件・効果を踏まえて、想定される買主の反論（契約の解除や危険負担による履行拒絶等の主張）の当
否を論じることが求められる。

第２問　本問は、無権代理の効果、および、無権代理人と本人間で相続が生じた場合における法律関係について、基本的理解を問
うものである。

８月 民法

問題

出題の意図
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第１問　Ａは、建設業を営むＢとの間で、ＢがＡのために居住用の建物を１５００万円で建設する旨の契約を締結した。Ｂは建物を建
設して、Ａに引き渡したものの、Ａに引き渡された建物には、その引渡しの時点で、床・壁のひび割れなど数か所の不具合があった。
なお、それらの不具合は、建物の居住に支障をきたすほどのものではないものの、その修理には５００万円の費用がかかるもので
あった。その後、Ｂは、Ａに対して、上記契約に基づいて１５００万円の支払を請求した。このＢの請求が認められるかを、考えられる
Ａの反論を踏まえて検討しなさい（Ａの反論が複数考えられる場合には、そうした反論のすべてについてその当否を検討すること）。

第２問　X（会社員、35歳）は、横断歩道を歩行中、酒に酔ったYが運転していた自動車にはねられて即死した。Xの遺族は、Xの妻A
（専業主婦、32歳）、Xの子B（3歳）、および、Xの父C（自営業者、65歳）である。Xは、勤務する会社から年収500万円を得て、AとBを
扶養していた。この場合において、Xの死亡による財産的損害および精神的損害について、誰がどのような内容の損害賠償を請求す
ることができるか、検討しなさい。

第１問　請負において仕事の目的物に契約不適合があった事例を素材として、請負人の報酬請求の要件とともに、注文者による契
約不適合を理由とした反論（抗弁）の可能性について基本的な知識・理解を問うものである。

第２問　本問は、被害者が不法行為によって死亡した場合における被害者遺族の損害賠償請求権に関して、基本的な知識と理解を
問うものである。解答にあたっては、事例に即しつつ、いわゆる相続構成・扶養利益侵害構成をめぐる学説の議論や判例をふまえて
検討することが求められる。

2月 民法

問題

出題の意図
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第１問　仮装払込みの意義を説明した上、仮装払込みから生じる問題に対する会社法の対応を論じなさい。

第２問　株主代表訴訟の意義を説明した上、取締役が巨額の責任を課されるリスクに対してどのような対応が可能か、論じなさい。

第１問　仮装払込みの意義について、会社法の条文や判例を踏まえた説明をするとともに、会社法全体を通じた仮装払込みへの対
応の説明を求めるものである。

第２問　株主代表訴訟の意義について一般的な理解を説明するとともに、責任追及されるリスクから取締役を保護する会社法上の
対応を問うものである。

８月 商法

問題

出題の意図
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第１問　いわゆる買収防衛策について、①その意義と具体例を説明したうえ、②買収防衛策の導入に反対する買収者はどのように
争うことになるか、③②の申立を裁判所がどのように審査するか、説明しなさい。

第２問　監査役設置会社、監査等委員会設置会社及び指名委員会等設置会社のそれぞれにおいて、取締役の報酬がどの機関によ
りどのように決定されるかを説明したうえ、その適法性・妥当性はどのように担保されるか、説明しなさい。

第１問　買収防衛策の仕組みについての理解を問うとともに、その争い方と審査基準の説明を求めるものである。

第２問　機関設計別に取締役の報酬決定手続を説明するとともに、その適法性・妥当性の担保に関する理解を確認するものである。

2月 商法

問題

出題の意図
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第１問　次の問いに答えなさい。
（１）訴訟物とは何か、説明しなさい。
（２）当事者適格とは何か、説明しなさい。
（３）裁判上の自白の成立要件は何か、説明しなさい。
（４）訴訟上の和解、起訴前の和解、裁判外の和解の共通点と相違点について説明しなさい。

第２問　Ａ県Ｂ市に住所地を有するＸは、Ｃ県Ｄ市に住所地を有するＹと、Ｅ県Ｆ市に所在する甲土地をＸがＹに1000万円で売却する売
買契約（以下「本件契約」）を締結し、本件契約に基づき、ＸからＹへの甲土地の所有権の移転登記（以下「本件登記」）を経由した。と
ころが、1000万円の価値しかないと考えていた甲土地に、2000万円の価値があることが判明したとして、Ｘは、本件契約を錯誤に基
づき取り消す旨の意思表示をした上で、Ｙを被告として、甲土地の所有権に基づき、本件登記の抹消登記手続を求める訴え（以下
「本件前訴」）を、Ｄ市を管轄するＤ地方裁判所に提起した。これに対し、Ｙが、Ｘを被告として、Ｙが甲土地の所有権を有することの確
認を求める求める訴え（以下「本件後訴」）を、Ｆ市を管轄するＦ地方裁判所に提起した。
　本件後訴の第1回口頭弁論期日で、Ｘは、本件前訴が係属する以上、本件後訴は不適法として却下されるべきである、と主張した
（以下「本件主張」という）。以上を前提に、以下の問いに答えなさい。なお、Ｂ市を管轄するのは、Ｂ地方裁判所である。
（１）Ｄ地方裁判所が、本件前訴について裁判管轄を有すること、Ｆ地方裁判所が、本件後訴について裁判管轄を有することを、説明
しなさい。
（２）本件前訴と本件後訴が並行して係属することを認めると、どのような弊害が生じるかを説明しなさい。
（３）本件主張の当否を論じた上で、本件主張が正当でないとした場合には、裁判所として、本件前訴・本件後訴をどのように扱うの
が適切か、論じなさい。
以上

第１問　訴訟物や当事者適格の意義、裁判上の自白の成立要件等、民事訴訟法上の基礎的事項についての理解をそのまま問うこ
とを意図している。

第２問　ＸがＹを被告として甲土地の所有権に基づき移転登記抹消登記手続を求める訴えを提起した後に、ＹがＸを被告として同土
地の所有権確認を求める訴えを提起したという事案を前提に、裁判管轄についてのごく基本的な理解を確認した上で、Ｘによる前訴
とＹによる後訴が並行して係属することを認めることに何らかの弊害はないか、あるとして、Ｙによる後訴を二重起訴禁止に触れると
して不適法却下してよいか、不適法却下するのが妥当でないとすれば上記弊害をどのようにすれば解消することができるか、につい
ての理解を問うことを意図している。

2月 民事訴訟法

問題

出題の意図
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第１問　いわゆる実行の着手につき、窃盗罪と詐欺罪を対比しながら、近時の判例を踏まえつつ検討せよ。

第２問　私文書偽造罪において、文書の名義人による同意がある場合の同罪の成否につき、具体例を挙げながら、判例とそれ以外
の見解からの説明の相違を対照しつつ検討せよ。

第１問　いわゆる特殊詐欺の事案を巡って実行の着手に関して下された近時の最高裁判例（詐欺につき最決平成30・3・22刑集72巻
1号82頁、窃盗につき最決令和4・2・14刑集76巻2号101頁）を前提に、それらと伝統的な実行の着手の理解との関係を明らかにしつ
つ、着手の意義を検討することを求める趣旨の問題である。

第２問　私文書偽造罪について、名義人の同意があれば通常は同罪が成立しないという基本原則を踏まえつつ、例外的に成立が認
められる場合（最決昭和56・4・8刑集35巻3号57頁ほか）をどのように説明するか、その説明方法の基礎となる理論はどのようなもの
がありうるかを問う趣旨の問題である。

問題

出題の意図

８月 刑法
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第１問　不作為犯において作為義務がどのような場合に認められるべきかに関する判例と学説の議論を対比して論じなさい。その上
で、生命・身体に対する罪以外で不作為犯が問題となる具体例を挙げ、それを検討しなさい。

第２問　名誉毀損罪について、230条の2の趣旨と法的性質を明らかにした上で、真実性の誤信がある場合の処理について複数の構
成を対比しながら論じなさい。その上で、共犯として関わった者の罪責についても検討しなさい。

第１問　いわゆる不作為犯の作為義務論について、総合考慮的な理解と、それに対する批判的な学説の見解を対比検討することを
求めその基礎的な理解を確認し、典型的に想定される生命・身体に対する罪以外（例　詐欺、死体遺棄等）での適用について応用を
求める趣旨の出題である。

第２問　名誉毀損罪について、真実性の証明に関する230条の2の規定の趣旨と、それを前提とした真実性の誤信に関する基礎的な
理解を確認し、その議論が共犯の関係する場合にどのように応用されるかについての検討を求める出題である。

2月 刑法

問題

出題の意図
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第１問　甲製品の販売高において業界1 位を占め、消費者からの評判が高くブランド力を持つＹ社は、取引先の小売店に対して、広
告において甲製品の販売価格の表示を行わないようにさせた。Ｙ社は、広告において甲製品の販売価格の表示を行った取引先
小売業者に対しては、当該販売価格の表示を是正させ、甲製品の納入価格を引き上げる等の措置を講じている。
Ｙ社の下線部の行為について、競争法上の問題点を述べなさい。

第２問　不当な取引制限の行為要件である「共同」性、相互拘束の意味内容について論じてください(例示に基づき説明することも可
とする)。

第１問　広告において価格表示を行わないようにさせることについて、競争法との関係でどのように問題となるかの検討を求めるもの
である。価格に影響を及ぼす拘束・制約という行為であることに着目し、競争阻害効果について説明することが求められる。日本の
独占禁止法に基づく場合には、不当な拘束条件付き取引に当たる可能性があり、それを踏まえて行為要件、公正競争阻害性の検
討を行うこととなる。

第２問　共同行為である不当な取引制限の成立に必要な行為要件についての基本的理解を問うものである。日本の独占禁止法で
あれば、「意思の連絡」が必要であり、相互拘束との関係について検討することが求められる。不当な取引制限の「共同性」要件を的
確に理解していることが必要である。

８月 経済法

問題

出題の意図
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第１問　用途発明の新規性の判断について、現在、どのような点が論点となっているのか説明しなさい。説明に際しては、次の用語
をすべて用いること。
用語【用途発明、未知の属性、内在同一、技術的思想、パブリック・ドメイン】

第２問　著作権法上の職務著作制度の内容およびそのような制度が正当化される根拠を説明しなさい。その際に、次の5 つの用語
を必ず使用し（使用の順序は問わない）、初めて使用した際には下線を引くこと。
用語【創作者主義、RGB アドベンチャーゲーム事件、プログラム、対価、インセンティブ】

第１問　本問は、近時論争の的となっている用途発明の新規性判断についての理解を問うものである。用途発明とは、ある物の未知
の属性を発見し、この属性により、その物が新たな用途への使用に適することを見いだしたことに基づく発明であるとされている。用
途発明については、いかなる点において技術的思想としての発明の新規性が認められるか争われている。特に、当該用途が出願日
以前に外形的には公然実施されていたが、当該未知の属性についての認識はなかった、いわゆる内在同一のようなケースにおいて
新規性を認めると、パブリック・ドメインを侵食することになりかねない点が問題視されている。本問は、このような近時の特許法にお
ける重要論点の一つについての基礎的な理解を問うものである。

第２問　職務著作制度の内容と正当化根拠を問うものである。5つの指定用語を使用することで、制度の位置づけ、関連最高裁判
決、15条1項と2項の関係、業務従事者の立場、および制度趣旨についてそれぞれ触れることが求められる。

８月 知的財産法

問題

出題の意図
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第１問　企業が発明を完成させた場合には、特許を出願するのか、それとも社内で秘密として当該技術情報を管理するのかを、選択
する必要がある。特許出願と秘密管理を比較して、企業の立場からはどちらが有利／不利となるのかをさまざまな観点から簡潔に
指摘した上で、どのような性質の発明であれば特許出願に適しているのかを説明しなさい。

第２問　著作権法における「著作者」について説明しなさい。説明にあたっては、次の5つの用語を必ず使用し（使用の順番は問わな
い）、最初に使用した際にはその用語に下線をひくこと。
　　〔用語〕　創作者、職務著作、AI生成物、映画の著作物、共同著作物

第１問　発明完成時の、特許出願（オープン）戦略と秘密管理（クローズ）戦略について、両者の得失および選択基準を問うものであ
る。情報公開、審査手続き、秘密管理体制構築、保護（可能）期間、侵害の効果など、複数の観点から両者の相違を指摘するととも
に、技術の性質に照らした選択基準を説明することが求められる。

第２問　著作権法における基本概念である「著作者」についての理解を問うものである。著作者の意義についての原則的な考え方に
続いて、職務著作、映画の著作物、共同著作物のような特殊なケースにおいてそれがどのように変容しているのか（していないの
か）、また、最新の課題であるAI生成物におけるその現れ方について、それぞれ簡潔に説明することが求められる。

2月 知的財産法

問題

出題の意図



 ２０２５（令和７）年度大学院法学研究科博士課程前期課程外国人特別入試　問題と出題の意図

第１問　	国内政治体制の特徴（権威主義、民主主義など）が、国際秩序に対して及ぼす影響について述べなさい。解答においては、
国際秩序とは何かを定義したうえで、現代世界を例として論理的に説明せよ。

第２問　2022年2月に始まったウクライナ戦争の発生要因について、国際関係論の理論を用いて説明しなさい。

第１問　国内政治と国際関係のリンクについての理解を問う問題である。現代国際社会にみられるような権威主義諸国と民主主義
諸国との分断が、既存の国際社会におけるルール、規範、制度に対してどのような作用をもたらしているのかについて記述する。

第２問　NATO諸国とロシアとのパワーポリティクス、ロシアのプーチン大統領の主権国家や勢力圏についての認識など、複数の説
明が可能である。ここでは国際関係論の理論を現実の問題に適用する能力を問う。

2月 国際関係論

問題

出題の意図




